　
福島県立医科大学医学部神経精神医学講座の有給職を任期制とし同職の選考方法を定める規則

（前文）

　新世紀に福島県立医科大学と神経精神医学講座が発展してゆけるか否かは、県内唯一の特定機能病院として患者のニーズに応えた「高度先進精神科医療」を実現できるか否か、すぐれた臨床医を養成する医科大学として吟味された医学教育を行えるか否か、臨床の必要性に適った独創的な研究を進めることができるか否か、にかかっている。　これらを実現するためには、人事交代が適切に行われ、経験と目的が蓄積・継承されるとともに、活気に満ちた有能で人格的にも優れた人材が各分野に配置される必要がある。　この目的を達成するためには、神経精神医学講座の有給職につく光が丘精神科医会会員の任期を有限とし同職の選考方法を公募制に改めることが必要であると考え、ここに規則を定めるものである。
（規則の目的）

第1条　光が丘精神科医会会委員である福島県立医科大学医学部神経精神医学講座の教授、助教授、講師、助手は光が丘精神科医会の決定を尊重し、既にその任にある者および新たにその任につく者いずれも各自の自発的意志により、在任期間を有限とする任期制を認め、任期制と選考方法を定めるこの規則に沿って行動する。

（有給職の任期）

第2条　任期を助手５年、講師7年、助教授8年、教授１０年とする。

（有給職の選任方法と有給職立候補者の条件）

第3条　教授を除き、選任は本人の立候補制とする。　但し、立候補資格として下記の条件を満たすことを求められる。　なお、再任は合計２期まで許される。　教授の場合、再任は本人の立候補制とし、新任については教授会の決定に従う。

１　助手・講師に立候補するものは博士号を授与されていること、また５年以上の研究歴を有すること。

2　助教授に立候補するものは博士号を授与されていること、また６年以上の教育職としての経験を持つこと。　または博士号を授与されており、精神医学に関連する権威ある研究所等に在職し、教育研究上の業績があること。

3 助手・講師・助教授・教授の全ての立候補者は第1条および第2条に規定されている任期制を認める意志を明確にすること。

（立候補者の適性判断の方法）

第4条　光が丘精神科医会は、適性の判断を人事適性審議委員会に諮問し、複数の者が就くことができる職については順位をも諮問する。　光が丘精神科医会は審議委員会の判断を重んじて次期の人事を教授に提案する。　教授は管理者としての責任があるので最終決定権を保有する。　但し、教授は光が丘精神科医会の決定をよく勘案する。　光が丘精神科医会がこの人事について決定する時には教授は決定の議決に参加しない。　仮に光が丘精神科医会の決定につき教授が同意できないと判断した場合には、教授は光が丘精神科医会へ差し戻すことができるものとする。

　第4条の2　光が丘精神科医会総会において人事を教授に提案する事項に関しては事柄の重要性に鑑み委任状を認めるべきではない。　この事項に関しては総会の席上ではなく全員の秘密投票により決定するべきである。　全員投票の有効性は投票総数が会員数の三分の二を越えることにより成立する。　投票では人事適性審議委員会の答申について同意できない（すなわち反対する）者の意思表示を求めるものとする。　全員投票により各有給職についての人事適性審議委員会の諮問結果に対する反対票が教授については四分の三を越えた場合、それ以外の職については三分の二を越えた場合に、その職について人事適性審議委員会へ差し戻すものとする。

（人事適性審議委員会）

第5条　人事適性審議委員会を光が丘精神科医会の外部の委員に委託する。　外部委員は福島県在住ないし福島の精神医学・精神科医療と関連ある精神医学有識者および全国の精神医学分野の有識者、福島医大神経精神医学講座同門会会員で光が丘精神科医会会員ではない精神医学有識者から光が丘精神科医会が選任する。　審議委員の決定にあたっては教授も決定に参加する。

　第5条の２　人事適性審議委員会の構成は、福島県在住ないし福島の精神医学・精神科医療と関連ある精神医学有識者から2名、全国の精神医学分野の有識者から1名、福島医大神経精神医学講座同門会会員で光が丘精神科医会会員ではない精神医学有識者から2名の委員の合計5名とする。　委員の選出にあたっては、まず光が丘精神科医会会員が上記の各枠に相当する方を各枠毎に2、1、2名の不完全連記制により推薦投票を行う。　次に推薦された方の意思を確認した上で各枠毎の該当者リストを作成し、そのリストに基づき再度光が丘精神科医会会員による投票を各枠毎に2、1、2名の不完全連記制による投票を行い上位から2、1、2名を選出する。　この選出の過程には教授も参加する。

第5条の3　人事適性審議委員会の内部での意思決定原理は審議委員に委ねるものとする。

　第５条の４　人事適性審議委員の任期は該当する有給職の人事適性審議が行われる間で長くとも2年間とする。

（再任の場合の選任方法）

第6条　立候補者が再任を希望する場合、光が丘精神科医会は人事適性審議委員会に次の観点で適性があるか否かの判断を委託する。　教授も判断の観点を共有する。

　1　診療を熱心かつ適正に行っているか。

　2　教育を熱心かつ適正に行っているか。

3　研究の成果を挙げているか。　研究費を獲得しているか。　学術論文をしっかりと公表しているか。

4　後輩の指導に熱心に取り組んでいるか。　論文作成指導や博士号取得に協力しているか。

5　勤務態度が光が丘精神科医会会員の模範となるものであるか。　講座の運営業務に熱心に参加しているか。

（昇任希望者の選任方法）

第7条　助手であったものが講師に、講師であったものが助教授に新任を希望する場合、光が丘精神科医会は人事適性審議委員会に次の観点で適性があるか否かの判断を委託する。　教授も判断の観点を共有する。

　1　診療を熱心かつ適正に行っているか。

　2　教育を熱心かつ適正に行っているか。

3　研究の成果を挙げているか。　研究費を獲得しているか。　学術論文をしっかりと公表しているか。

4　後輩の指導に熱心に取り組んでいるか。　論文作成指導や博士号取得に協力しているか。

5　勤務態度が光が丘精神科医会会員の模範となるものであるか。　講座の運営業務に熱心に参加しているか。

（光が丘精神科医会会員以外からの立候補者の選任方法）

第8条　福島医大神経精神医学講座同門会会員や光が丘精神科医会会員でないものが助手・講師・助教授に新たに任用を希望して立候補する場合、光が丘精神科医会は人事適性審議委員会に次の観点で適性があるか否かの判断を委託する。　教授も判断の観点を共有する。　なお、この場合には前機関の長の推薦を必要とする。

　1　前機関で診療を熱心かつ適正に行っているか。

2　前機関で教育を熱心かつ適正に行っているか。

3　研究の成果を挙げているか。　研究費を獲得しているか。　学術論文をしっかりと公表しているか。

4　後輩の指導に熱心に取り組んでいるか。　論文作成指導や博士号取得に協力しているか。

5　前機関での勤務態度が良好であり、光が丘精神科医会会員として相応しい勤務態度を示すと期待できるか。

もしこの項目に該当する立候補者が研究機関以外の診療機関に所属している場合には、２項は判断の基準から除外することができる。　また、上記第３項のうち研究費獲得についても基準から除外することができる。

（新任教授の着任の際の本規則の取り扱い）

第9条　この取り決めは、現教授が退職した後に新教授が発令された時に一旦解消されるべきものである。　この取り決めが管理責任者である新教授の下で継続されるか否かは、光が丘精神科医会会員と新教授との話し合いの上で、新教授の意志により決定される。

（立候補者の提出すべき書類）

第10条　全ての立候補者は立候補の意志を光が丘精神科医会が予め用意した書式の書面にて光が丘精神科医会会長宛に提出しなければならない。　書式には次のものが含まれる。

　1　立候補意思表示書

　2　履歴書（氏名、性別、生年月日、現住所、勤務先、加入学会および役職名、学歴、職歴、免許・学位、研究助成、賞罰を含む）

　3　業績目録（欧文原著、和文原著、総説、著書、学会発表を含む）

     　有給職に初めて立候補する者は過去の全ての業績を列挙するが、以前
       に立候補していずれかの有給職に任用されている者は、立候補する有
       給職に応じて助手の場合は過去5年間の、講師の場合は過去7年間の、
       助教授の場合は過去8年間の、教授の場合は過去10年間の業績を列挙
       する。

4　これまでの臨床活動の総括と治療実績（立候補者が診療した精神疾患患者のあらましとおよその治療成績、行ってきた臨床活動の特筆すべき点の説明などを、立候補者の好きな書式で述べる）

5　診療、教育、研究についての抱負

（本規則の実施に先立ち有給職に現在在任する者への要望）

付則　本規則の実施にあたり、光が丘精神科医会は有給職に平成14年6月現在在任している者全てに対して、本規則に従って有給職が新たに選任された場合には本規則を尊重し各自の自由意志に従いその職を辞することを要望する。　職を辞した場合でも、その個人が再任や昇任を希望して選任された場合には、新たにその職に就くことができることは当然の前提であることを光が丘精神科医会は確認する。
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